
第４章　日本版デュアルシステムＯＪＴ（又は企業実習）評価項目作成
支援ツールの利用の手引き

第４章では、本ツールの作成に当たってベースにした日本版デュアルシステムにおける

ＯＪＴ等の評価についての考え方を述べたあと、本ツールを利用した場合の評価作業の手

順と使用する様式について説明しています。

なお、第４章の内容は、今回制作したＣＤ－ＲＯＭに収録してある「利用の手引き」を

ほぼ引用しています。（本報告書と重複する部分は除きました。また、編集の都合でＣ

Ｄ－ＲＯＭ版と文章の項番号が異なるところがあります。）

また、本章以下では、本ツールを利用した場合の評価作業の手順について説明していま

すが、日本版デュアルシステムにおけるＯＪＴ等の評価に当たっては必ずしも本ツールを

このとおり使用しなければいけないわけではなく、本ツールはあくまでＯＪＴ等の評価を

行う企業等の負担を軽減しつつ適切な評価の実施に資することを目的としたものでありま

すので、その点にご留意いただくようお願いします。また、本ツールをご利用いただく際

にも、第２章（２）に記載したとおり、教育訓練機関と実習受入企業が十分打合せを行い、

それぞれのＯＪＴ訓練の内容を十分反映した形で様式や評価項目等を決定していただくよ

うお願いします。

第１節　日本版デュアルシステムの類型と訓練の呼称

日本版デュアルシステムの基本類型は、イ

教育訓練機関主導型、ロ　企業主導型、の２

つとされており、教育訓練機関主導型はさら

に次の①～③の類型があります（協議会報告

書）。

－ 6－

教材情報資料　No.110

イ　教育訓練機関主導
①公共職業訓練活用型
・ 専門課程活用型
・ 普通課程・短期課程活用型
・ 委託訓練活用型

②専門学校等民間教育訓練機関活用型
③認定職業訓練活用型

ロ　企業主導型
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注意しなければいけないのは、企業における実習・実務訓練の呼称が、これらの類型に

よって異なることです。（下表参照）

本システム及び本利用の手引きにおいては、企業主導型を視野に入れて、一般的（共通）

な呼称を使用することとします。したがって、公共職業訓練活用型において本システムを

利用する場合はこの点に注意して下さい。（ただし、様式を使用する際に、公共職業訓練

活用型の呼称に入れ替える必要は必ずしもありません）

また、本利用の手引きにおいては、特に断りがない限り、次の呼称を使用します。

「企業内における実習（非雇用）・実務（ＯＪＴ）を通じて行う訓練（総称）」

＝「ＯＪＴ等」

表　企業における実習・実務訓練の呼称

その他、制度の詳細については、「日本版デュアルシステムホームページ」を参照して

下さい。（http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/syokunou/dual/index.html）

第２節　日本版デュアルシステムにおけるＯＪＴ等の評価及び評価の項目について

１．ＯＪＴ等の評価のあり方について

日本版デュアルシステムは、企業における実習・実務訓練を大幅に取り入れるとともに、

その能力習得状況を評価することにより、訓練生の就職に資することが大きな特長です。

このことから「日本版デュアルシステムに必要とされている評価とは何か」を考えてみ

ると、次のとおりとなります。

第一は、「ＯＪＴ等を通じてどのような仕事をどの程度経験したのか」がある程度具体

的にわかるものであることが必要です。そのため、履修内容証明といった方法で、経験し

た職務の内容・期間をわかりやすく明示し、具体的な職務経験を説明するものとなります。

第二は、「ＯＪＴ等を通じてどのような実践力を身につけたのか」がわかるものである

ことが必要です。これは教育訓練機関内の訓練では評価が困難なものであり、また、第一

の履修内容証明では表現できない、社会人としての基本的能力や、技能の具体的な到達度

－ 7－
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等を示すものです。具体的には、社会人としての基本的能力・職務に必要な対人関係を円

滑に処理できる能力（ヒューマン・スキル）等や、現場における実践的な技術・技能（テ

クニカル・スキル）等について、適切な評価項目に沿って明示することが重要です。

特に第二の評価について、留意すべき点があります。ここでの評価の意義は、修了者が

ＯＪＴ先の企業に採用されなかった場合でも別の企業に面接に行った際に採用担当者にわ

かるように、習得した実践的職業能力の内容を具体的に明示し、「この修了者は職場でこ

のような力を発揮できます」ということを表現することにより、修了者の就職に資するこ

とにあります。単に優劣を付けることが目的なのではないことに留意する必要があります。

２．ＯＪＴ等の評価の視点

上記１．の考え方に基づき、日本版デュアルシステムにおけるＯＪＴ等は、次の２点で

評価するものとします。

イ　履修内容及び作業状況の明示

訓練科に関する仕事（作業）の区分ごとに、ＯＪＴ等で作業（経験）した状況やおお

よその作業体験時間等を明示することにより、訓練生が体験した仕事の具体的内容・体

験したおおよその時間数（期間）がわかるものとします。

（これは、第３節２．ハで説明する様式３「日本版デュアルシステム　ＯＪＴ（又は

企業実習）履修内容証明書」により明示するものとします。）

ロ　習得した実践力の評価

次の①～④の区分により訓練生の実践的な職業能力を評価するものとします。

①社会人としての基本的能力

職場のルール、ビジネスマナー、職場における基本的能力（読み、書き、計算等）

②職務に必要な対人関係を円滑に処理できる能力（ヒューマン・スキル）

③知識や情報等を組み合わせて物事の大枠を理解できる能力（コンセプチュアル･スキル）

④技能・技術（テクニカル・スキル）：与えられた職務を遂行するのに必要な専門的

知識及び技能・技術。（特にここでは、実践的な課題について見ることとする。）

（これは、第３節２．ニで説明する様式４「日本版デュアルシステム　ＯＪＴ（又は

企業実習）評価証明書」により評価するものとします。）

第３節　ＯＪＴなどの評価の実施にかかる全体の流れと評価項目

ここでは、ＯＪＴ等の評価を実施するまでに必要な、実際に使用する評価項目（使用す

る様式）の作成作業と評価実施後の証明書の扱い等について、全体の流れを説明したあと、

作成・使用する各様式の内容と使用方法について詳しく説明します。

１．ＯＪＴ等の評価実施に係る作業の流れ

日本版デュアルシステムにおいては、事前に訓練計画を作成し、Off-JTとＯＪＴ等を並

行して行いますが、Off-JTで教える科目の内容とＯＪＴ等の仕事との関係が事前に明確で

－ 8－
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ないと、企業側がＯＪＴの予定や範囲が決められない、又はＯＪＴ訓練の効果が低くなる

ことが考えられます。逆に教育訓練機関から見ると、訓練生がＯＪＴ等に行くまでに最低

限何を身につけておくべきか、またOff-JTのどの内容と関連した実習を受けるのかを事前

に把握しておく必要があります。

そこで、教育訓練機関が行う訓練科の目標となる仕事の範囲を表す「仕事の体系」と、

その仕事とOff-JTの科目との関係が一目でわかる様式類を準備します。これらを使用する

ことにより、ＯＪＴ等で行う仕事の内容を明確にしつつ、その評価の実施作業・表示（証

明）方法をできるだけ簡潔かつ明瞭にすることを目指しています。

以下、教育訓練機関主導型をベースに、ＯＪＴ等の評価の実施に係る全体の作業の流れ

を説明します。

①　まず、ＯＪＴ等の範囲・内容を決めるため、

・当該訓練科に関する仕事の体系（様式１） と、

・それに対応するOff-JTの教科目を明確にした様式（様式２） を、

教育訓練機関が作成します。

※企業主導型の場合は、実施企業が作成します。

訓練科に関する仕事が生涯職業能力開発体系１のデータにより明確化され、

当該訓練科に関する「仕事」と「作業」の枠組み（様式１）が完成します。

※企業主導型の場合は、教育訓練機関と調整の上、

実施企業が作成します。

教育訓練機関で習得する教科目と仕事（作業）との関係を明確にした

様式２が完成します。

② 作成した様式１，様式２をもとに、ＯＪＴ等の範囲を決めるとともに、その評価項

目・評価方法について、教育訓練機関と受入企業間で検討し、決定します。

・受入企業毎に（１）ＯＪＴ等業務の検討（様式１、様式２を利用）

（２）評価項目・評価課題と評価方法の検討

・受入企業の担当者が集まり、評価項目と評価方法等の摺り合わせを行います。

１「生涯職業能力開発体系」については、「第２章１．注１：生涯職業能力開発体系について」を参照
して下さい。

－ 9－
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訓練科に関する仕事の体系（様

式１）を教育訓練機関が作成

上記仕事の体系に対応するOff-

JTの教科目（様式２）を教育訓

練機関が作成

・各受入企業においてOJT等の範囲・内容・評価項目等を検討

・各受入企業間において評価方法の統一に係る調整等
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・評価に使用する各様式（様式３～様式５－２）の説明を受けた上で、企業が

ＯＪＴ等業務の範囲を決定します。

③ ②で決めた受入企業ごとのＯＪＴ等業務の範囲、評価項目等を反映させて、評価実施

時に使用する様式３～様式５－２を、教育訓練機関が作成します。

※企業主導型の場合は、実施企業が作成します。

④ 受入企業においてＯＪＴ等を実施し、③で作成した様式３～４を使用して、評価を実

施します。

⑤ 受入企業から証明済みの様式３、様式４の提出を受け、教育訓練機関において必要に

応じ追指導等を実施した後、様式５－１、様式５－２に内容を転記して、証明書として

完成させます。

⑥ 日本版デュアルシステム訓練の修了時には、Off-JT部分の修了証書（教育訓練機関の

従来の証明書でよい）と様式５－１、様式５－２を合わせ、「日本版デュアルシステム

修了証書（教育訓練機と受入企業の連名）」に添付して修了生に渡します。

２．各様式の意味と使用方法

上記１．の流れの中で、評価のために作成する各様式の内容と、それらをどのように使

用するかについて以下に説明します。

イ　様式１：○○科に関する仕事の体系（職務別能力要素の細目）

○○訓練科の訓練内容に対応した仕事を体系的に示したものです。枠で囲まれたもの

が「仕事」、その下にあるのがその仕事を構成する「作業」になります。

この様式は、ＯＪＴ等の範囲を決めるためのもので、企業主導型の場合は、企業が中

心となって従業員（訓練生）にどの部分を実習させるかを検討するのに参照するもので

す。また、教育訓練機関主導型の場合は、教育訓練機関が中心となって実施する訓練科

に関係する仕事の内容を受入企業と協議して、訓練生（従業員）にどの部分を実習させ

るかを検討するために使用するものです。

－ 10－
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企業毎のOJT等の範囲、評価項

目等を反映させて、様式３～様式

５-２を教育訓練機関が作成

企業毎にOJT等の評価を実施し、様式３・様式４を企業が証明

様式３、様式４を受けて様式５-１、様式５-２を教育訓練機関が証明
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（様式１：ホテルサービス科の仕事に関する体系の例）

ロ　様式２：○○科に関する仕事と教科目の関係

様式１の仕事の体系に対応して、教育訓練機関が教える教科目やその評価としての製

作課題及び試験内容を示したものです。枠で囲まれたものが「仕事」、その下にあるの

はその仕事の内容に対応した教科目になります。（「仕事」部分は様式１と同じです。）

また、Off-JT評価課題名の欄には、職務ごとに評価に関連する記述試験の内容や製作

課題を記入します。（このとき、製作課題等の写真やサンプルを添付するともっと分か

りやすくなります。）

この様式は、様式１と同様に企業でのＯＪＴの範囲の決定に資するもので、企業主導

型の場合は、企業が教育訓練機関に対して従業員（訓練生）にどのような内容を教えて

もらいたいかを協議し、教科目の内容を検討するときに使用します。また、教育訓練機

関主導型の場合は、受入企業とＯＪＴ等（ＯＪＴ）の内容を検討するとき、教育訓練機

関での授業がどこまで行われているかが一目で理解され、ＯＪＴ等の内容を検討する上

で参考とするものです。

※　様式１と様式２の関係は、次のとおりです。

例）モデル訓練科（ホテルサービス科）に関する仕事の体系

－ 11－
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ホテルサービス科に関する仕事の体系（職業能力要素の細目） 様式１

ハ　様式３：日本版デュアルシステム　ＯＪＴ（又は企業実習）履修状況証明書

【様式の意味】

様式１及び様式２を使用して決めたＯＪＴ等の範囲（仕事－作業）について、実際

に履修した内容及びその履修状況を受入企業が証明するための様式です。

「作業」欄に対応する「作業内容」を右側に列記しています。

【確認方法】

履修「形態」欄は、ＯＪＴ等を行う場合に、作業を１人で行うのか、共同で行うの

か等いろいろな方法があることから、その形態を記入するものです。様式の中の（３）

作業形態の区分を活用して

・“標”（一連の作業を指導を受けながら単独で実施（標準作業））

・“共”（一連の作業を指導を受けながら共同で実施（共同作業））

・“体”（一連の作業を体験的に実施（体験作業））

－ 12－
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ホテルサービス科に関する仕事と教科目の関係 様式２

本文-1  05.1.18  9:50 PM  ページ12



・“補”（作業の準備・後片付け作業（準備又は補助作業））

・“見”（作業の見学（見学））

等を記入します。

履修「状況」欄は、右側の作業内容をＯＪＴ等で実習した場合は“○”、結果とし

て実習できなかった場合は“空白”（何も記入しない）とします。なお、事前に実習

ができないことがわかっている項目は計画外ということであらかじめ“／”を記入し

ておきます。

実習を行えば原則として“○”をつけることとしますが、作業内容が「～できる」

と表現されているので、指導者の目で見てある程度ミスが無くなることを確認するも

のとします。

受入企業の担当者の確認作業としては、履修「状況」の各欄に“○”をつけた上で、

全体的総括として「作業」欄にも作業ごとに“○”をつけるものとします。

「作業」欄に“○”をつける判断は、個々の項目の履修状況としてつけた“○”の

数の多さだけでなく、数が少なくても、受入企業としてその中の重要な項目を履修し

ていれば、作業欄に“○”をつけるようにして下さい。（標～見のどの形態で作業を

したかにおいても作業の理解度に違いはあると思われます。それらも含めて、総合的

な判断をお願いします）

「仕事」欄の「概ね　　時間」には、その仕事を構成する各作業を現場で履修した

時間の合計（概ね時間）を記入します。

これらの確認作業は、受入企業の担当者がＯＪＴ等の期間の最終段階で記入するも

のとします。

なお、確認作業については、可能な限り企業内の複数の方々の意見を参考にして下

さい。

【作成・使用方法】

ＯＪＴ等には企業実習（非雇用）とＯＪＴ（雇用）の二とおりがありますが、いず

れにおいてもこの様式による確認作業（証明）は必ず実施するものとします（訓練生

の現場体験をすべて証明するため）。

この様式は、企業主導型の場合は、企業の代表者が作成（証明）し、保管します。

また教育訓練機関主導型の場合は、企業の代表者が作成（証明）し、教育訓練機関へ

提出します。

－ 13－
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（様式３：ホテルサービス科の例）

－ 14－
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「作業内容」の個々の履修状況を勘案して、「作

業」の括りとしての履修状況を“○”で示す。�

概ね　　時間は、仕事を構成する各作業を履修した

時間の合計（概ね時間）を記入する。�
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ニ　様式４：日本版デュアルシステム　ＯＪＴ（又は企業実習）評価証明書

【様式の意味】

ＯＪＴ等の修了時の評価としては、

・訓練計画に沿った履修内容の証明 （様式３）とともに、

・習得した実践的な職業能力の評価 （様式４）が必要となります。

様式４は、ＯＪＴ等において習得した実践的な職業能力をＡＢＣの３段階で評価し、

受入企業が証明するための様式です。

評価の対象とする能力は、

①社会人としての基本的能力

②職務に必要な対人関係を円滑に処理できる能力（ヒューマン・スキル）

③知識や情報を組み合わせて物事の大枠を理解できる能力（コンセプチュアル・スキル）

④技能・技術（テクニカル・スキル）

の４つの能力から構成しています。

【評価方法】

①については、社会常識、ビジネスマナー等４つの大きな評価項目に対してさらに

詳しい評価指標を記載しています。これらについてＯＪＴ等における企業内での行動

等から、新入社員に対する評価と想定して、Ａ（できる）、Ｂ（だいたいできる）、Ｃ

（追指導を要する）により評価します。

②及び③については、受入企業の仕事の内容により評価項目を決定し、それぞれの

評価指標に対しＯＪＴ等における仕事を通して、新入社員に対する評価と想定して、

Ａ（できる）、Ｂ（だいたいできる）、Ｃ（追指導を要する）の評価をするものです。

②及び③の評価項目については、若年者の評価にふさわしいと考えられる代表的な

項目をモデル様式に例示してありますが、企業との打合せにより必要に応じ適宜修正

して使用します。

④については、受入企業ごとに評価対象とする業務（評価課題）を決め、その業務

に対する評価項目（様式３の作業等を一部反映）に沿って、それぞれの評価指標につ

いて、企業での基準値又は暗黙知に対し、Ａ（できる）、Ｂ（だいたいできる）、Ｃ（追

指導を要する）の評価を行います。この様式をまとめるときは、できるだけ評価業務

（評価課題）について写真等を添付し、分かりやすくすることが望ましいと考えます。

これらの評価は、受入企業の担当者がＯＪＴ等の期間の最終段階で記入するものと

します。

なお、評価については、可能な限り企業内の複数の方々の意見を参考にして下さい。

【作成・使用方法】

ＯＪＴ等には企業実習（非雇用）とＯＪＴ（雇用）の二とおりがありますが、いず

れにおいてもこの様式による評価（証明）は必ず実施するものとします（訓練生の現

－ 15－
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場体験をすべて証明するため）。なお、企業実習（非雇用）とＯＪＴ（雇用）の両方

を実施する場合で、いずれかの時間数（期間）が短く受入企業との打合せの結果②～

④の評価が困難な場合は、その部分のみ省略してもよいこととします。（ただし、デ

ュアル訓練期間を通じて必ず１回はその部分の評価をするものとします。）

この様式は、企業主導型の場合は企業の代表者が作成（証明）し、保管します。ま

た、教育訓練機関主導型の場合は、企業の代表者が作成（証明）し、実施する教育訓

練機関へ提出します。

（様式４：ホテルサービス科の例）

－ 16－
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（様式４：ホテルサービス科の例（続き））

－ 17－
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（様式４：ホテルサービス科の例（続き））

－ 18－
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ホ　様式５－１：日本版デュアルシステム　ＯＪＴ等履修内容証明書

この様式は、ＯＪＴ等の履修証明について様式３（ＯＪＴ（又は企業実習）履修状況

証明書）の内容を簡潔にまとめ、その職務に関連した教育訓練機関での教科の履修状況

も加味して、当該科のＯＪＴ等の履修内容を証明するものです。（企業主導型の場合は、

企業が中心に取りまとめ、教育訓練機関主導型の場合は、教育訓練機関が企業から提出

される様式３及びその範囲の教育訓練機関での履修状況を基に取りまとめます。）

様式５－１と様式３（一部様式４）の関係は、次のようになります。

①様式３に記載された「作業」ごとの“○”及び履修形態（標～見）を、それぞれ様

式５－１の同じ作業の項目（履修「状況」及び「形態」欄）に転記します。

②様式３の「仕事」欄「概ね　　時間」の時間数を職務ごとに合計し、様式５－１の

「職務」欄の「作業時間　　時間」に記入します。（様式３が企業実習（非雇用）と

ＯＪＴ（雇用）の二とおり提出されている場合は、両方の合計時間を記入します。）

③様式４のⅠの「期間」欄に記載された期間を、様式５－１の標題下の企業実習・Ｏ

ＪＴのそれぞれの期間の欄に転記します。

④さらに、様式５－１の作業項目について、教育訓練機関で関連の科目を習得した場

合には、その作業項目名に網掛けを施すものとします。

（なお、教育訓練機関の成績証明書は、各機関の従来どおりのものとします。）

（様式３と様式５－１の関係：ホテルサービス科の例） （様式３）
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【様式５－１の見方について】

様式５－１は、日本版デュアルシステム修了証書に添付して修了生に渡すものです。

ＯＪＴ等の受入企業に就職しなかった修了生は、他の企業に就職の面接に行く際に、

この様式を実務経験の証明として持参することが想定されています。その際、企業の

採用担当者がこれを見て内容を理解できるよう、この様式の見方を説明した用紙を用

意しています。様式５－１には必ずこの用紙を添付して渡すようにして下さい。

（様式５－１の見方）

－ 20－
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ヘ　様式５－２：日本版デュアルシステム　ＯＪＴ等習得能力証明書

この様式は、ＯＪＴ等において習得した能力について、企業が証明した様式４（ＯＪ

Ｔ等評価証明書）の内容を簡潔にまとめ、ＯＪＴ等後の教育訓練機関での追指導も加味

して、当該科のＯＪＴ等における習得能力を証明するものです。（企業主導型の場合は、

企業が中心に取りまとめ、教育訓練機関主導型の場合は、教育訓練機関が企業から提出

される様式４及びその範囲の教育訓練機関での追指導を基に取りまとめます。）

様式４と様式５－２の関係は次のようになります。

様式４のⅡ（社会人としての基本的能力）及びⅤ（技能・技術（テクニカル・スキル））

は、評価指標ごとのＡの数が評価項目ごとに半数以上あり、なおかつＣが１つもない場

合に、様式５－２の当該評価項目の評価をＡとします。それ以外はＢとします。

様式４Ⅱ及びⅤの各指標についてＣ評価があった場合、それは“追指導を要する”の

評価であるため、教育訓練機関は、その評価指標がＢ（だいたいできる）以上になるよ

う訓練生に追指導（補講）を行うものとします。

様式４のⅢ（ヒューマン・スキル）及びⅣ（コンセプチュアル・スキル）は、原則と

して様式５－２へそのまま転記します。ただし、Ｃがあった場合は、そのまま転記せず、

上記と同様Ｂ以上になるよう追指導を行い、改善が見える場合にＢ以上をつけるものと

します。改善が見えない場合は、様式５－２の評価項目から削除します。

（様式４と様式５－２の関係：ホテルサービス科の例）

様式４　Ⅱの社会人としての基本的能力

－ 21－
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様式４　Ⅲの職務に必要な対人関係を円滑に処理できる能力（ヒューマン・スキル）

様式４　Ⅳの知識や情報等を組み合わせて物事の大枠を理解できる能力（コンセプチュ

アル・スキル）

－ 22－
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様式４　Ⅴの技能・技術（テクニカル・スキル）

－ 23－
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第４節　モデル様式及びモデル訓練科について

モデル様式は、次に示す「モデル訓練科」について、それぞれ様式１～様式５（様式

５－１及び５－２）までの標準的なモデル（ひな型）を示したものです。日本版デュアル

システムを実施する企業又は教育訓練機関が、これらの中から実施する訓練科に最も近い

モデル訓練科を選択し、そのモデル様式をベースに修正を加えて各様式を完成させるため

のものです。

モデル訓練科として取り上げたのは、平成16年度に公共職業訓練活用型の専門課程活用

型及び普通課程・短期課程活用型で実施が予定されている訓練科のほか、今後実施が予想

されるものとして、営業、医療事務、ホテルサービスの合計21科です。
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